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 英国首相が解散総選挙を実施する意向を表明。

※データは記載時点のものであり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。

2017年4月19日

日程 注目ポイント

4月23日、5月7日
フランス大統領選挙

 4月23日が第一回投票、5月7日が決選投票。
 中道系の独立候補マクロン氏と自国優先主義の極右政党「国民戦線」のルペン党首の支持率が
拮抗。

 ただし複数候補者にスキャンダルが相次ぐ等混迷を深めている。
 ルペン氏勝利の際にはフランスのEU離脱の可能性が懸念される。

6月8日
英国、解散総選挙

 2020年に予定されていた総選挙を前倒しで実施予定。
 メイ首相が掲げる「強硬離脱（ハードブレグジット）」について、国民からの信任を得ることで、政権
基盤を安定・強化することが目的。

9月24日
ドイツ連邦議会選挙

 11年に渡り政権を担ってきたメルケル首相率いる保守系与党連合「キリスト教民主・社会同盟
（CDU・CSU）」とシュルツ氏率いる中道左派「社会民主党（SPD）」の支持率が拮抗。

 メルケル政権が財政均衡を掲げるのに対しシュルツ氏は投資拡大を優先。
 ただしフランス等に比べ、政権交代が起きてもポピュリズムが台頭するような状況は免れるものと予想。

【図表】各国政治イベント日程と注目ポイント

【議会解散と6月8日の総選挙実施を目指す】
英国のメイ首相は4月18日に緊急声明を発表し、議会（下院）を解散し、2020年に予定していた総選挙を6月8日に前倒
しして実施する意向を表明しました。 3月29日、メイ首相は欧州連合（EU）に対し正式に離脱を通知し原則2年間の交渉が
正式に始まりましたが、今後のEU側との交渉力を高めるためにも、国民に信を問い、議会での支持基盤を安定・強化させる必
要があると考えている模様です。
直近の世論調査では、メイ首相率いる与党保守党の支持率は44％とその他野党を上回っています。総選挙実施のためには3
分の2以上の賛成が必要となりますが、既に最大野党労働党のコービン党首は賛成の意向を示しており、6月の総選挙は実施
されるものと考えられます。
4月18日の為替市場は、メイ首相の発表を好感し、英ポンドは主要通貨に対して上昇しました。しかし、従前の予想通り、英国
とEU側との離脱交渉（離脱協定、通商協定の締結等）は難航するという見込みに変わりはなく、その動向は、引き続き市場
の変動要因となることが想定されます。

出所：各種資料を基にドイチェ・アセット・マネジメント㈱が作成

2017年3月29日
メイ首相離脱通知

2019年3月末
交渉期間終了予定

英国離脱の交渉期間
16ヵ月程度と想定

2017年4月29日
EUサミット

2017年6月上旬～
正式な離脱
交渉スタート？

6ヵ月程度
欧州議会を開催

英国離脱の交渉条件について、
審議・可決・承認を行う

2年間の交渉期間

2017年6月8日
解散総選挙
実施予定

【図表】離脱に向けた今後のスケジュール（イメージ）
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ご留意事項

●投資信託に係るリスクについて
投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とし投資元本が保証されていないため、
当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等により投資一単位当たりの価値が変動します。したがって
お客様のご投資された金額を下回ることもあります。
また、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なるこ
とから、リスクの内容や性質が異なりますので、ご購入に際しては、事前に最新の投資信託説明書（交付目論見
書）や契約締結前交付書面の内容をご確認の上、ご自身で判断して下さい。

●投資信託に係る費用について
【お申込みいただくお客様には以下の費用をご負担いただきます。】
 購入時に直接ご負担いただく費用･･･購入時手数料 上限3.78％（税抜3.50％）
 換金（解約）時に直接ご負担いただく費用･･･信託財産留保額 上限1.0％
 投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用･･･運用管理費用（信託報酬） 上限2.0304％
程度（税込）

 その他費用･･･上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。
投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前交付書面等でご確認下さい。

≪ご注意≫
上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきまし
ては、ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社が運用するすべての投資信託のうち、徴収するそれぞれの費用における
最高の料率を記載しております。投資信託の運用による損益は、すべて受益者に帰属します。投資信託は、金融機
関の預貯金と異なり、元本および利息の保証はありません。投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金
保険および保険契約者保護機構の保護の対象にはなりません。登録金融機関を通じてご購入いただいた投資信託
は、投資者保護基金の対象とはなりません。投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますの
で、ご購入に際しては、事前に最新の投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面の内容をご確
認の上、ご自身で判断して下さい。
なお、当社では投資信託の直接の販売は行っておりませんので、実際のお申込みにあたっては、各投資信託取扱いの
販売会社にお問合せ下さい。

ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第359号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人投資信託協会、

一般社団法人日本投資顧問業協会、
一般社団法人第二種金融商品取引業協会
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